別紙様式
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　　項：女性保護費　　目：女性保護費
	事業名:ＤＶ被害者女性の緊急一時保護事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　家庭支援担当　電話番号：058-272-1111（内2638）

　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp 

	事業費


　要求額：2,446千円（前年度予算額：2,247千円）

	事業内容


	１　事業の内容


・ＤＶ等を理由に、緊急保護を求める女性とその同伴児（者）を、遠隔地、深夜等の理由で女性相談センターへ移送することが困難である場合に、福祉事務所長の判断で、翌日等に女性相談センターの一時保護所等へ移送するまでの間、地域の委託施設（１６施設）で緊急の一時保護を行う。
・緊急一時保護委託施設では、宿泊場所の提供（原則２日以内）の他、必要に応じ、食事、入浴及び被服等の提供を行う。
	２　所要経費


（1） 補助金　2,446千円
（内訳：旅費210千円、消耗品費30千円、給食費11千円、通信運搬費318千円、委託料1,793千円、使用料84千円）

	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅰ　安心して暮らせるふるさと岐阜県づくり

　４　犯罪や暴力、事故のない地域をつくる
　　○女性に対する暴力（ＤＶなど）を防止する
	２　これまでの取組状況


・「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律（ＤＶ防止法）」が施行された平成13年度から、当事業を開始。ＤＶ防止法施行後、それまで潜在化していたＤＶ被害の相談及び一時保護が増加し、被害女性を迅速に保護するため、当事業を活用してきた。

・保護件数（実績）
　　20年度　44件、21年度　54件、22年度　49件

	３　これまでの取組に対する評価


　　・福祉事務所等が深夜等に緊急保護を依頼された場合、保護の依頼を受けた場所によっては、女性相談センターまでかなりの移送時間を要する場合もあり、精神的衰弱が著しいＤＶ被害者にとっては負担も大きい。当事業の実施により、保護の依頼があった地域の福祉事務所が、身近な委託施設において緊急一時保護を実施することが可能となり、被害女性等の精神的負担を軽減するとともに、迅速に安全の確保を図ることができた。
・今後も、引き続き緊急一時保護の実施により、ＤＶ被害女性等の安全の確保を図っていく必要がある。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）
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